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３０家計
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

実収入
（勤労者世帯）
（円）

世帯主の配偶者
の収入

（勤労者世帯）
（円）

消費支出
（勤労者世帯）
（円）

１世帯当たり貯蓄現在高
（一般世帯・勤労者世帯）

（千円）

全 国 ５６０９５４ ５３６４５ ３４０９７７ １１９１２

北 海 道 ５１０９１０ ３９７０９ ３２８５３３ ９５０５
青 森 県 ５２４６７１ ５２０１０ ３２４３６８ ８３４４
岩 手 県 ５１４２４３ ４８８３８ ３５００１９ １０３５５
宮 城 県 ４６６６８５ １４４４９ ３３５２６５ １００１４
秋 田 県 ５９３８０５ ４９４２２ ３６４７５２ ８２６６

山 形 県 ５９６３９４ ８２６５３ ３５６１０２ １０７８３
福 島 県 ７２６７３９ ７２１５０ ４２３９６９ １００８４
茨 城 県 ６０６７３５ ７３５２７ ３５５２６６ １２７３８
栃 木 県 ５３９１９４ ４２３５９ ３６３９９２ １２８８０
群 馬 県 ４２３１１２ ２５４９０ ３２９６７４ １３２８７

埼 玉 県 ５８７０２５ ３０９２３ ３９１９４３ １２２８５
千 葉 県 ５３７０５７ ３６４１２ ３４３００６ １２９７８
東 京 都 ５８８１４３ ５５０８９ ３７２９８９ １３１１９
神 奈 川 県 ６６９１６７ ４９５７７ ３８８１４３ １３７８６
新 潟 県 ６７１４９５ ６６７４７ ３８３２５７ １２３９６

富 山 県 ７２７８７１ ７３５５８ ４１５２１３ １４２６２
石 川 県 ６７５８２６ ８７８６７ ３９３７２１ １４４３１
福 井 県 ５７５０７５ ５９３５６ ３２５７８０ １５９５３
山 梨 県 ５８５５３６ ５７４６８ ３５４３２０ １０８５１
長 野 県 ５１５１７０ ５３５９２ ３４２５６７ １２５６６

岐 阜 県 ６３０８１７ ６８８９４ ３４６００１ １５９１６
静 岡 県 ６２２０３９ ７６９１５ ３５３０８７ １３１７９
愛 知 県 ５７７６５０ ３５７９６ ３４０６７５ １３２３８
三 重 県 ５７００１７ ５２９９３ ３２４９０４ １３０３０
滋 賀 県 ６１３５８３ ６５０５７ ３５４１９２ １３５６０

京 都 府 ５４０２０２ ３２７４６ ３４８１０７ １２１５４
大 阪 府 ４８１１７３ ３５５０２ ３１３１５３ １１３８２
兵 庫 県 ４５６４７０ ３２７１１ ３４０２２３ １１８４２
奈 良 県 ５５８４４０ ２５０２３ ３４３４７１ １２９７１
和 歌 山 県 ５５４１７３ ４６７１０ ２８７９２９ １０９０１

鳥 取 県 ４８９５７９ ８５１７１ ２９２７４９ １１７７１
島 根 県 ５２７０２５ ５２５４１ ３１９５３７ １０８６５
岡 山 県 ５２６９６３ ４５１９８ ３４４１４９ １３８８６
広 島 県 ６３２２６１ ５６９８８ ３７４５５３ １１５６５
山 口 県 ６４０８２６ ７９５４６ ３７４５６２ １０５４１

徳 島 県 ５６５５６７ ６２３２３ ３５５５９７ １１７１６
香 川 県 ６１１４５１ ５３３５９ ３３１２４７ １３９７９
愛 媛 県 ５３９５３８ ４１３０８ ３３０１３９ ９６９３
高 知 県 ５５２２８０ ６９６５９ ３５４８８５ １０００１
福 岡 県 ５２２１５０ ２８６８９ ３３１１７８ １００１８

佐 賀 県 ５６３５６３ ６６２２４ ３５２９９２ １０９５４
長 崎 県 ５２７０３７ ４５２７５ ３０６９３０ ８８９９
熊 本 県 ５３５３１２ ４１９７０ ３４０６０７ ８４６３
大 分 県 ５９２０８３ ４７５０２ ３２６４９５ ９２３３
宮 崎 県 ５５５２１７ ７２４８５ ３１５３３０ ６８１３

鹿 児 島 県 ５７６６７５ ３５４０８ ３３４４４０ ８３９０
沖 縄 県 ４３２９７３ ５９５２５ ２６９４３２ ５２２８

埼玉県の順位 １７ ４３ ４ ２０
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実収入と消費支出（勤労者世帯・平成１２年）

資料：「家計調査報告」総務省統計局

概要
「家計調査年報」によると、平成１２年の
浦和市の勤労者世帯の実収入（１か月間・
年平均）は、前年よりも１５，２７５円増加して
５８７，０２５円となりました。
勤労者世帯の実収入のうち、世帯主の配
偶者の収入は前年より２６２円増えて３０，９２３
円となりましたが、全国第４３位でした。
勤労者世帯の消費支出は、前年よりも

３８，８０３円増加し、３９１，９４３円となり全国第
４位でした。
平成１２年の勤労者世帯の実収入と消費支
出の月別の推移を見てみると、実収入は賞
与が出る夏期（６月又は７月）と１２月が大
きくふくらみ、消費支出は４月が最も多い
ことがわかります。
「全国消費実態調査報告」によると、平
成１１年の勤労者１世帯当たり貯蓄現在高は
１，２２９万円で全国第２０位でした。

勤労者世帯
世帯主が、会社・官公庁・学校・工場・
商店などに雇用されている世帯。ただし、
会社団体の役員である場合を除く。

実収入
勤め先収入、事業・内職収入など定期性

のある経常収入と、受贈金などの特別収入
の合計。

消費支出
実支出－非消費支出（税金・社会保険料、

借金利子など）
日常生活を営むに当たり必要な商品や

サービス等を購入して支払った現金支出、
カード・商品券等を用いた支出、仕送り金
や贈与金等の支出の合計。

一般世帯
住居及び生計をともにしている二人以上

の人の集まり。

※表＊１～３の各都道府県値は、各都道府
県庁所在地の数値である。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「家計調査年報」総務省統計局
＊４「全国消費実態調査報告・家計収支編」総務省統計局

平成１２年平均
平成１１年９～１１月

毎年
５年
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３１物価
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

消費者物価指数
・総合

（平成７年＝１００）

消費者物価地域
差指数・持家の帰
属家賃を除く総合
（全国平均＝１００）

消費者物価地域
差指数・食料
（全国平均＝１００）

基準地標準価格
・用途別平均価格
（住宅地）
（円／㎡）

全 国 １０１．５ １００．０ １００．０ …

北 海 道 １０１．１ １０３．４ １０２．７ ２７５００
青 森 県 １０４．６ １０３．２ ９９．８ ２７８００
岩 手 県 １０２．５ １０１．１ １０１．８ ３７１００
宮 城 県 １０１．２ １０３．０ ９９．８ ４９７００
秋 田 県 １０４．６ １００．８ ９８．０ ２８６００

山 形 県 １０２．２ １０２．３ １００．５ ３４４００
福 島 県 １０４．７ １０２．０ １０１．４ ３４３００
茨 城 県 １００．４ １０１．３ １００．５ ５６３００
栃 木 県 １０１．４ １０２．３ ９９．９ ６００００
群 馬 県 １００．８ ９８．９ １００．５ ５１８００

埼 玉 県 １００．９ １０３．６ １０２．６ １３８２００
千 葉 県 １０２．２ １０２．５ １０１．５ ９５９００
東 京 都 １００．７ １０９．６ １０７．１ ３１８５００
神 奈 川 県 ９９．９ １０７．９ １０４．６ ２１８１００
新 潟 県 １０２．８ １０１．１ １００．７ ４３８００

富 山 県 １０２．４ １０２．５ １０４．３ ５２１００
石 川 県 １００．０ １０１．７ １０２．８ ６７６００
福 井 県 １０１．８ １０１．５ １０４．３ ５５３００
山 梨 県 １０１．６ １０１．３ １００．９ ４７５００
長 野 県 １０１．１ １００．６ ９９．７ ３７３００

岐 阜 県 １０２．２ １０１．９ １０４．３ ４９９００
静 岡 県 １０２．９ １０５．２ １０５．４ ９４０００
愛 知 県 １０１．３ １０４．７ １０３．７ １１６７００
三 重 県 １０２．０ １００．９ １０１．１ ４７３００
滋 賀 県 １０２．５ １００．６ １０２．１ ６６９００

京 都 府 １０２．７ １０４．７ １０６．９ １４７１００
大 阪 府 １０２．０ １０７．８ １０６．４ ２０２４００
兵 庫 県 １０２．２ １０４．１ １０２．３ １２６４００
奈 良 県 １０１．６ １０２．１ １００．２ ８５８００
和 歌 山 県 １０１．０ １０２．１ １０４．８ ６０９００

鳥 取 県 １０４．０ ９９．６ ９８．２ ３７２００
島 根 県 １０２．５ １０４．０ １０４．１ ２７５００
岡 山 県 １０１．７ １０１．７ １０３．５ ４７４００
広 島 県 １０１．１ ９９．１ ９９．３ ６６０００
山 口 県 １００．９ ９９．９ １００．８ ４２８００

徳 島 県 １０１．９ ９８．１ ９９．３ ５８６００
香 川 県 １０１．８ １００．５ ９９．７ ６０９００
愛 媛 県 １０２．８ ９８．１ １０１．３ ５５３００
高 知 県 １０２．４ １０１．１ １０３．６ ５０８００
福 岡 県 １０２．６ １０４．４ １０５．０ ６０７００

佐 賀 県 １００．１ ９９．０ ９７．８ ２８４００
長 崎 県 １０２．１ １０３．１ １０１．２ ３８２００
熊 本 県 １０１．８ １００．０ １００．１ ３７９００
大 分 県 １０１．７ ９９．６ １００．７ ３６０００
宮 崎 県 １０２．５ ９７．６ １００．９ ３０８００

鹿 児 島 県 １０３．８ １０１．２ １００．９ ３４３００
沖 縄 県 １０２．０ ９７．３ １０１．２ ５１１００

埼玉県の順位 ４０ １０ １７ ５
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消費者物価指数・総合（浦和市・全国）（平成７年＝１００）

資料：「消費者物価指数年報」総務省統計局

概要
「消費者物価指数年報」によると、平成
１２年平均の浦和市の消費者物価指数（平成
７年＝１００）は、総合指数が前年より０．８ポ
イント下落して１００．９となり、順位が３つ
下がって全国第４０位となりました。
浦和市の消費者物価指数・総合を経年推
移でみると、全国と同様に平成１０年を頂点
に２年連続しての下落となっています。
また、平成１２年の浦和市の地域差指数の
持家の帰属家賃を除く総合は１０３．６（東京
都区部を１００としたときは９４．６）で全国第１０
位でした。また、地域差指数の食料は１０２．６
（東京都区部を１００としたときは９５．８）で全
国第１７位でした。
「都道府県地価調査」によると、平成１３
年の埼玉県の住宅地の平均価格は前年より
も７，１００円（５％）下落して１３８，２００円とな
りましたが、順位は同じく全国第５位でし
た。

消費者物価指数
全国の消費者世帯（農林漁家世帯及び単
身世帯を除く。）が購入する各種の商品と

サービスの価格を総合した平均的な物価の
変動を時系列的に測定しようとするもの。
すなわち、ある時点の世帯の消費構造を基
準に、これと同等のものを購入した場合に
要する費用がどのように変化するかを指数
値で示したもの。基準改定が５年ごとに行
われ、指数に採用する品目とそのウェイト
が見直される。

消費者物価地域差指数
各地域間の物価水準の差を図るための指

数。全国を１００とした指数と東京都区郡を
１００とした指数がある。

持家の帰属家賃
持家の住宅を借家とみなした場合に支払

われるであろう家賃。

※＊１～３の数値は、各都道府県庁所在地
の数値である。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１「消費者物価指数年報」総務省統計局
＊２３「消費者物価地域差指数」総務省統計局
＊４「都道府県地価調査」国土交通省

平成１２年平均
平成１２年平均
平成１３年７月１日

毎年
毎年
毎年
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３２住宅
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

持ち家住宅率
（％）

１住宅当たり
延べ床面積
（総数）
（㎡）

１住宅当たり
敷地面積

（１戸建て住宅）
（㎡）

共同住宅割合
（％）

全 国 ６０．３ ９２．４３ ２８７ ３７．８

北 海 道 ５５．７ ８８．９１ ３０９ ３７．６
青 森 県 ７０．９ １２１．２０ ３８０ １８．３
岩 手 県 ７０．７ １２２．５８ ３９９ １９．３
宮 城 県 ６０．４ １００．１９ ３９７ ３４．２
秋 田 県 ７７．５ １３８．７４ ４１０ １５．０

山 形 県 ７６．４ １３７．８１ ４２６ １６．６
福 島 県 ６８．７ １１５．３１ ４００ ２１．２
茨 城 県 ７０．４ １０４．３０ ４５９ ２１．５
栃 木 県 ６９．１ １０５．３２ ４０９ ２１．１
群 馬 県 ７０．３ １０５．５５ ３７９ １９．８

埼 玉 県 ６３．１ ８３．４７ ２４５ ３９．９
千 葉 県 ６２．２ ８５．９９ ２８０ ４０．９
東 京 都 ４１．５ ６１．９４ １５２ ６６．６
神 奈 川 県 ５３．９ ７３．３１ １９４ ５３．６
新 潟 県 ７５．２ １３５．８２ ３５７ １９．６

富 山 県 ８０．６ １５５．６９ ３９８ １５．９
石 川 県 ６８．０ １２９．７６ ３０１ ２７．１
福 井 県 ７５．５ １４１．７４ ３３８ １７．４
山 梨 県 ６７．３ １０８．９９ ３４９ ２３．１
長 野 県 ７１．５ １２５．８９ ３７５ １８．２

岐 阜 県 ７３．５ １２０．９０ ３０２ １９．７
静 岡 県 ６４．９ １００．８１ ２８１ ２８．１
愛 知 県 ５７．９ ９４．３６ ２７６ ４１．８
三 重 県 ７６．４ １１３．９８ ３０２ １６．６
滋 賀 県 ７３．９ １２０．１２ ３０１ ２３．７

京 都 府 ５９．４ ８３．８９ １８５ ３７．１
大 阪 府 ４９．６ ７１．０４ １５１ ５２．５
兵 庫 県 ６０．９ ９０．９５ ２２０ ４３．６
奈 良 県 ７１．０ １０７．０９ ２５０ ２６．２
和 歌 山 県 ７２．１ １０１．５６ ２２１ １７．１

鳥 取 県 ７２．４ １２５．４７ ３３３ １７．２
島 根 県 ７１．８ １２４．１５ ３２８ １７．９
岡 山 県 ６７．２ １０７．１０ ２８５ ２２．６
広 島 県 ６０．０ ９４．７１ ２３９ ３４．７
山 口 県 ６５．２ １０１．４１ ２９６ ２４．６

徳 島 県 ７０．１ １０７．２７ ２９６ ２１．９
香 川 県 ６９．０ １１２．３０ ３０９ ２３．４
愛 媛 県 ６５．４ ９８．００ ２４７ ２２．５
高 知 県 ６７．７ ９３．８９ ２０５ ２０．８
福 岡 県 ５３．９ ８５．７６ ２９６ ４３．５

佐 賀 県 ６９．７ １１６．４７ ３４０ １９．５
長 崎 県 ６５．５ ９６．０７ ２５４ ２４．８
熊 本 県 ６６．０ ９８．６０ ３４３ ２４．６
大 分 県 ６４．２ ９９．０１ ３０２ ２８．４
宮 崎 県 ６８．３ ９４．０９ ３５６ ２１．６

鹿 児 島 県 ６７．７ ８６．１９ ３２９ ２１．９
沖 縄 県 ５５．３ ７６．８０ ２８６ ４５．６

埼玉県の順位 ３５ ４３ ３９ ９
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手すりがある� またぎやすい高さの浴槽� 廊下などが車椅子で通行可能�

段差のない屋内� 道路から玄関まで車椅子で通行可能� 高齢者等のための設備はない�

建築の時期別・高齢者等のための設備のある住宅割合

資料：「住宅・土地統計調査」総務省統計局

概要
「住宅・土地統計調査」によると、平成
１０年の埼玉県の持ち家住宅率は、前回の調
査よりも１．２ポイント増加し、６３．１％とな
り全国第３５位でした。
１住宅当たり延べ床面積は、住宅総数の
平均が８３．４７㎡と前回調査よりも１．９３㎡増
加しましたが、全国第４３位でした。なお、
住宅の所有関係別では、持ち家の平均が
１０５．４４㎡（前回調査・１０４．１９㎡）、借家の
平均が４３．０２㎡（前回調査・４２．７３㎡）でど
ちらも増加傾向が続いています。
一戸建て住宅１住宅当たり敷地面積は前
回調査と同じ２４５㎡で、全国第３９位でした。
住宅総数に対する共同住宅の割合は、全
国的に大都市を中心に高い傾向にあります
が、埼玉県も全国平均（３７．８％）を上回り
３９．９％で全国第９位でした。
高齢者等のための設備のある住宅の割合
を建築時期別に見ると、平成７年までに建
てられた住宅の半数以上にその設備があり
ませんが、平成８年から平成１０年９月まで
に建てられた住宅では、その設備のない住
宅が３３．５％と大きく減少しています。

住宅
普通の一戸建ての住宅や、アパートのよ

うに完全に区画された建物の一部で、一つ
の世帯が独立して家庭生活を営むことがで
きるように建築又は改造されたもの。

持ち家
そこに居住している世帯が所有している

住宅。

共同住宅
一棟の中に二つ以上の住宅があり廊下・

階段などを共用しているものや、二つ以上
の住宅を重ねて建てたもの。長屋建（二つ
以上の住宅を一棟に建て連ねたもので、各
住宅が壁を共通にし、それぞれ別々に外部
への出入り口を有しているもの。テラスハ
ウス等）は含まない。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「住宅・土地統計調査」総務省統計局 平成１０年１０月１日 ５年
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３３耐久消費財
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

ルームエアコン
普及率
（％）

自動車普及率
（％）

パソコン普及率
（％）

ビデオカメラ
（デジタル含む）

普及率
（％）

全 国 ８４．２ ８４．９ ３７．７ ３９．７

北 海 道 ９．３ ８６．８ ３３．７ ４０．８
青 森 県 ３０．２ ９１．１ ２３．１ ３４．１
岩 手 県 ３５．６ ９１．５ ２９．９ ３８．５
宮 城 県 ５９．１ ８９．６ ３１．７ ３８．７
秋 田 県 ５６．７ ９３．３ ３０．４ ３５．６

山 形 県 ６７．８ ９３．９ ３２．１ ３８．６
福 島 県 ５８．４ ９２．１ ３０．０ ３９．８
茨 城 県 ８７．４ ９４．８ ３８．６ ４２．７
栃 木 県 ８６．１ ９５．１ ３６．６ ４１．９
群 馬 県 ８８．６ ９４．８ ３７．１ ４０．８

埼 玉 県 ９５．９ ８７．６ ４４．２ ４３．６
千 葉 県 ９１．２ ８６．０ ４４．４ ４０．７
東 京 都 ９３．３ ６０．７ ４４．０ ４１．０
神 奈 川 県 ９１．８ ８０．４ ４７．３ ４５．０
新 潟 県 ８７．１ ９２．５ ３３．６ ３５．９

富 山 県 ９２．０ ９４．６ ３８．７ ３４．０
石 川 県 ８７．９ ９３．２ ３９．７ ３７．１
福 井 県 ９３．５ ９５．８ ３７．９ ３６．１
山 梨 県 ７２．０ ９４．６ ３５．３ ３９．６
長 野 県 ４４．８ ９４．３ ３７．３ ４３．２

岐 阜 県 ８７．５ ９３．５ ３９．５ ４１．２
静 岡 県 ８７．８ ９２．０ ３９．０ ３８．５
愛 知 県 ９５．１ ９１．５ ３９．９ ３８．１
三 重 県 ９４．６ ９２．１ ３６．３ ４１．０
滋 賀 県 ９６．２ ９２．５ ４７．６ ４４．０

京 都 府 ９６．５ ７９．０ ４１．９ ４０．１
大 阪 府 ９７．３ ７２．３ ３８．１ ４２．０
兵 庫 県 ９４．３ ８０．６ ４０．７ ３９．６
奈 良 県 ９３．１ ８７．９ ４２．３ ４５．０
和 歌 山 県 ９６．０ ９１．５ ３１．６ ３６．１

鳥 取 県 ８７．０ ９２．５ ３５．２ ３４．３
島 根 県 ８５．０ ９２．５ ３０．２ ２８．７
岡 山 県 ９１．７ ９２．４ ３７．５ ３８．１
広 島 県 ９１．１ ８７．２ ３３．１ ３６．８
山 口 県 ８８．９ ８９．８ ３０．５ ４０．７

徳 島 県 ９４．９ ９２．２ ３５．６ ３６．４
香 川 県 ９３．２ ９０．９ ３６．８ ３６．２
愛 媛 県 ８９．５ ９０．７ ３３．３ ３８．８
高 知 県 ９０．１ ８８．４ ２８．５ ３３．１
福 岡 県 ９３．７ ８５．９ ３１．９ ３７．１

佐 賀 県 ９２．０ ９４．５ ３１．６ ３６．０
長 崎 県 ８９．１ ８１．９ ２６．２ ３２．０
熊 本 県 ８５．９ ８７．５ ２７．１ ３６．４
大 分 県 ９０．４ ９２．７ ３１．３ ３８．３
宮 崎 県 ８０．７ ９２．３ ２４．１ ３４．２

鹿 児 島 県 ８６．７ ９３．０ ２５．２ ３２．５
沖 縄 県 ８４．９ ８８．３ ２０．６ ２８．５

埼玉県の順位 ５ ３６ ４ ４
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パソコン・ワープロの普及率（全国・埼玉県）

資料：「消費者物価指数年報」総務省統計局

概要
「全国消費実態調査報告」によると、平
成１１年の埼玉県の耐久消費財の普及率のう
ちルームエアコンの普及率は、平成６年に
行われた前回調査よりも２．７ポイント上昇
して９５．９％となり全国第５位でした。所有
台数別世帯割合は、全国的な傾向と同じく、
３台以上所有の４３．９％（前回調査時３１．４％）
が、１台所有の２５．０％（前回調査時３４．５％）
を上回っています。
自動車の普及率は、前回調査を４．９ポイ
ント上回って８７．６％と全国平均を上回りま
したが、全国第３６位でした。
パソコンの普及率は、前回調査から２５．６

ポイントと大きく上昇して４４．２％となり、
全国第４位でした。全国的にも普及率が大
きく上昇していますが、埼玉県の普及率は
その伸びを上回りました。なお、ワープロ
の普及率は、前回調査で全国・埼玉県とも
に大きな伸びを示しましたが、今回の調査
結果（全国４４．８％、埼玉県４５．７％）を前回
と比較すると、全国では１．１ポイント増加、
埼玉県は１ポイント減少とほぼ横ばいでし
た。

ビデオカメラ（デジタル含む）の普及率
は、前回調査から５．３ポイント上昇し４３．６％
となり全国で第４位でした。

普及率
その耐久消費財を保有している世帯（一

般世帯・住居及び生計を共にしている二人
以上の人の集まり）の割合。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「全国消費実態調査報告」総務省統計局 平成１１年９～１１月 ５年
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３４旅行・行楽
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

行動者率・
旅行・行楽
（総数）
（％）

行動者率・
国内旅行

（観光旅行）
（％）

一般旅券発行数
（件）

出国日本人
（人）

全 国 ８２．８ ５６．８ ５８５７４８６ １７８１８５９０

北 海 道 ８１．１ ４９．４ １８１２４４ ４０１７９３
青 森 県 ７１．７ ３８．１ ３４６０１ ６５８３６
岩 手 県 ７７．４ ４３．４ ３６６８７ ７３０６６
宮 城 県 ８２．９ ５５．７ ７９９５２ １８８８６９
秋 田 県 ７７．３ ４７．５ ２６０７９ ４９７９１

山 形 県 ７９．７ ５２．３ ３７７９８ ７８０６９
福 島 県 ８２．０ ５５．１ ６７５９５ １４７８７５
茨 城 県 ８０．３ ５５．９ １２４４５２ ３２９９１７
栃 木 県 ８２．８ ５６．４ ７９３３８ ２０５３７２
群 馬 県 ８４．９ ５９．０ ７８８７６ ２０３１９８

埼 玉 県 ８６．９ ６４．５ ３４７７３９ １０４５９５１
千 葉 県 ８５．２ ６２．７ ３２７６０８ １０７７４８８
東 京 都 ８６．４ ６３．６ ７９４３２６ ３０６３４３３
神 奈 川 県 ８７．０ ６３．８ ５１６９９９ １８０２８４４
新 潟 県 ８３．０ ６０．０ ７６６８７ １６８５８９

富 山 県 ８５．０ ６１．０ ４４８６７ １００９５７
石 川 県 ８１．５ ５４．５ ４８９５７ １１５４６６
福 井 県 ８２．９ ５６．６ ３４２０１ ８３３６１
山 梨 県 ８６．７ ６３．７ ４０９４５ １０５６１３
長 野 県 ８４．１ ５８．４ ９０５８７ ２３６１６５

岐 阜 県 ８４．８ ６１．５ １０１２０９ ２７３６０８
静 岡 県 ８３．９ ５８．８ １６３６６１ ４３４５８８
愛 知 県 ８６．３ ６３．８ ３６４１２２ １０７９９６４
三 重 県 ８３．６ ５９．８ ８２９９６ ２２０１０３
滋 賀 県 ８４．９ ６１．０ ６７３４６ １８５４６１

京 都 府 ８２．３ ５８．６ １３７６９９ ４１６３９７
大 阪 府 ８５．０ ６０．１ ４５７８４７ １４６４１２４
兵 庫 県 ８３．９ ５７．０ ２８４１９１ ９０２３０９
奈 良 県 ８６．０ ６４．０ ８３３８１ ２５７３９０
和 歌 山 県 ７８．４ ５１．２ ４３５０１ １１２１９３

鳥 取 県 ７８．８ ４７．９ ２３０４６ ５２１８４
島 根 県 ７８．６ ４６．４ ２１３６９ ４４３０２
岡 山 県 ８１．０ ５２．０ ７４０１８ １８０５５２
広 島 県 ８１．１ ５０．６ １１３８６８ ２８５１１０
山 口 県 ７９．０ ４８．７ ５５２１１ １２８１６７

徳 島 県 ７４．７ ４６．０ ２８６９９ ７０４１０
香 川 県 ７６．６ ４８．０ ３８９９３ ９４４３１
愛 媛 県 ７６．７ ４４．１ ４５７６５ １０６８２２
高 知 県 ６９．７ ３７．８ ２２０１１ ４９４７０
福 岡 県 ８２．０ ５４．２ ２４５３８２ ６４０２９１

佐 賀 県 ７９．１ ５０．１ ３４０６３ ７６２９７
長 崎 県 ７４．５ ４４．５ ４８６８６ １０５８４７
熊 本 県 ７８．５ ４７．７ ７１５９５ １６０１３５
大 分 県 ７７．６ ４８．５ ４６６７７ １００３９４
宮 崎 県 ７５．１ ４３．８ ３３４２２ ６６７０２

鹿 児 島 県 ７４．３ ３９．８ ５５２９９ １０７０６２
沖 縄 県 ５８．４ ２５．３ ４３８９１ ９３７２０

埼玉県の順位 ２ １ ５ ６
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資料：「平成１２年（暦年）入込観光客「推計」調査概要」県観光振興室

概要
「社会生活基本調査報告」によると、平
成８年の埼玉県の旅行・行楽の行動者率は
８６．９％で全国第２位でした。旅行・行楽の
種類別にみると、行楽６９．７％、旅行総数
７８．６％で、旅行のうち国内旅行総数７７．２％、
外国旅行総数１３．３％となっています。また、
国内旅行のうちの観光旅行の行動者率は
６４．５％で全国第１位でした。
「入込観光客『推計』調査概要」による
と、平成１２年に埼玉県の観光地に来遊した
観光客の推計数は前年よりも５５７万人増加
し９，８３４万人で、月別に見ると８月が最も
多くなりました。
「旅券統計」によると、平成１２年の埼玉
県の一般旅券の発行数は、１３，４１３件増えて
３４７，７３９件となり前年と同じく全国第５位
となりました。年代別では、２０代が最も多
く２８％を占めています。
「出入国管理統計年報」によると、平成
１２年における埼玉県を住所地とする出国日
本人は、前年よりも８．８％増えて１００万人を
超し１，０４５，９５１人となり、前年と同じく全
国第６位でした。出国日本人の内訳として

は男性が５５５，３１７人、女性が４９０，６３４人でし
た。

旅行・行楽の行動者率
過去１年間に旅行・行楽活動を行った者

の数（母集団における行動者数の推定値）
÷１０歳以上人口×１００

旅行
１泊２日以上にわたって行うすべての旅

行をいい、日帰りや夜行日帰りを含まない。

観光旅行
見物、見学、休養、慰安、親睦、スポー

ツなどを目的とした１泊２日以上の旅行。
帰省・訪問等の旅行を含み、業務出張・研
修等の旅行を含まない。

出国日本人
全国計は、住所地が外国及び不詳の者を

含む。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「社会生活基本調査報告」総務庁統計局
＊３「旅券統計」外務省
＊４「出入国管理統計年報」法務省

平成８年１０月１日
平成１２年
平成１２年

５年
毎年
毎年
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３５教養娯楽施設
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

図書館数
博物館及び博物
館類似施設数

公民館及び公民
館類似施設数

常設の興業場数
・映画館

全 国 ２５９３ ５１０９ １９０６３ ２０２４

北 海 道 １２８ ２８８ ６１４ １１２
青 森 県 ２５ ７８ ３３８ ３２
岩 手 県 ４０ ８９ ４１０ ３３
宮 城 県 ２９ １２２ ６１４ ２３
秋 田 県 ３５ ８４ ５１９ ２０

山 形 県 ３１ ７９ ６０３ ２７
福 島 県 ５１ １２３ ４３８ ３４
茨 城 県 ４３ ９１ ５３０ ４５
栃 木 県 ４２ １２５ ２２７ ２３
群 馬 県 ３６ ９８ ２３１ ３３

埼 玉 県 １２９ １１３ ５５７ ５１
千 葉 県 １２１ １１６ ３３０ ８３
東 京 都 ３５２ ２６７ １９５ ２２６
神 奈 川 県 ７８ １４７ ２００ ８４
新 潟 県 ５２ ２１２ ６７３ ２８

富 山 県 ６０ ８８ ３４７ ２５
石 川 県 ４２ １１２ ３６９ １４
福 井 県 ４０ ６５ ２２３ １６
山 梨 県 ３５ ９８ ６５７ １３
長 野 県 ９０ ３５０ １９８２ ４８

岐 阜 県 ５２ １４８ ３７２ ２６
静 岡 県 ７６ １７０ ２４１ ５５
愛 知 県 ７９ ２１３ ４５７ １１２
三 重 県 ３４ ８８ ４８６ ４１
滋 賀 県 ３６ ８６ ２１０ １４

京 都 府 ５２ １１１ ２４７ ３０
大 阪 府 １２６ ９０ ２９４ １１９
兵 庫 県 ７３ １９３ ４２４ ８０
奈 良 県 ２７ ３６ ４８４ １３
和 歌 山 県 ２２ ４３ ３５６ ２０

鳥 取 県 １７ ４９ ２１３ １４
島 根 県 ２９ ８１ ３５５ ８
岡 山 県 ４２ １３４ ４４５ ２５
広 島 県 ５１ １３０ ５１６ ５５
山 口 県 ４８ ８２ ３００ ２７

徳 島 県 ２８ ３９ ３５６ １４
香 川 県 ２３ ４６ ２２５ １１
愛 媛 県 ２８ ８７ ４６８ ２９
高 知 県 ２９ ３７ ２２６ １５
福 岡 県 ７３ １１２ ４６２ １５８

佐 賀 県 １７ ４４ １２９ ６
長 崎 県 ２７ ８４ ２１１ ４２
熊 本 県 ３６ ６３ ６５６ ３６
大 分 県 ２４ ５８ ２５４ ２６
宮 崎 県 １７ ４２ １６８ ２５

鹿 児 島 県 ４４ ６７ ３７１ ２６
沖 縄 県 ２４ ３１ ８０ ２７

埼玉県の順位 ２ １６ ８ １１
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市町村立図書館蔵書冊数・貸し出し冊数

資料：「統計年鑑」県統計課

概要
「社会教育調査報告書」によると、平成
１１年１０月１日現在の埼玉県の図書館数は、
前回調査より８館増えて１２９館となり、前
回に引き続き全国第２位でした。
県公共図書館協議会の資料によると、県
内の市町村立図書館では、児童以外（一般）
の貸し出し冊数が児童貸し出し冊数よりも
大きく伸びています。平成１２年度の貸し出
し冊数は一般２３，４２９千冊、児童８，８８９．９千
冊、合計３２，３１８．９千冊で、一般の貸し出し
冊数は平成３年度の約２倍となりました。
「社会教育調査報告書」によると、平成
１１年１０月１日現在の埼玉県の博物館数は２０
館、博物館類似施設数は９３施設、合計１１３
で前回調査時よりも４増えて全国第１６位で
した。また、公民館数は５４５館、公民館類
似施設数は１２施設、合計５５７で前回調査時
よりも９減り、全国第８位でした。
「衛生行政報告例」によると、平成１３年
３月３１日現在の埼玉県の映画館数は前年よ
り５館増えて５１館となり、順位が１つ上
がって全国第１１位となりました。

図書館
地方公共団体などにより設置された一般

公衆のための図書館。国立図書館は含めず、
分館も１館として計上している。

博物館（博物館相当施設を含む。）
所在する都道府県の教育委員会の博物館

登録原簿に登録したもの。総合博物館、科
学博物館、歴史博物館、美術博物館、野外
博物館、動物園、植物園、動植物園、水族
館に分かれる。

博物館類似施設
博物館と同種の事業を行い、博物館相当

施設と同等以上の規模の施設。

公民館
社会教育法の規定に基づいて設置された

施設で、地域住民の生活文化の振興や社会
福祉の増進に役立てるために、実生活に即
した教育、学術、文化などに関する各種の
事業を行っている。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「社会教育調査報告書」文部科学省
＊４「衛生行政報告例」厚生労働省

平成１１年１０月１日
平成１３年３月３１日

３年
毎年
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３６公園・道路
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

都市公園等
か所数

都市公園等面積
（ha）

道路実延長
（合計）
（km）

舗装率
（合計）
（％）

全 国 ８０９４３ ９５９３９．７９ １１６６３４０．１ ２４．９

北 海 道 ６６５１ １０９０４．４６ ８７１８７．８ ２１．４
青 森 県 ６８２ １５６１．１６ １８００７．７ ２４．３
岩 手 県 ９６７ １２４３．０４ ３２４５４．８ １５．６
宮 城 県 ２１９０ ２５７０．５４ ２３６２１．０ ２８．９
秋 田 県 ５２９ １５１２．４５ ２２７７２．９ １６．８

山 形 県 ６５４ １４１３．７２ １５４５９．０ ２２．３
福 島 県 ９１８ １７４７．９３ ３８２７８．７ １６．０
茨 城 県 １５６２ ２１１０．７８ ５５０５３．９ １２．１
栃 木 県 １４６３ ２１４３．９７ ２３７１８．０ ２２．１
群 馬 県 １２０１ ２１８４．７３ ３４２２４．８ １７．３

埼 玉 県 ３３２７ ３６９０．９５ ４５９１６．９ １６．４
千 葉 県 ４７０４ ３３０８．５８ ３８５６８．７ ２２．９
東 京 都 ６１９２ ４８５３．３７ ２３３８３．７ ５９．６
神 奈 川 県 ５９３８ ３６３６．７８ ２４５２２．６ ５５．６
新 潟 県 １４８７ １９４４．７９ ３６２２９．８ ２０．３

富 山 県 １３３７ １３８６．２３ １２８８９．１ ３６．１
石 川 県 ８９６ １１４４．３０ １２４１９．１ ２４．５
福 井 県 ６２６ ９６８．９０ １０２４９．９ ２８．９
山 梨 県 １３５ ６０５．７３ １０６８２．５ ２７．８
長 野 県 ７３６ １８６９．６１ ４６８５５．９ １３．８

岐 阜 県 １１１０ １３９３．８３ ２９３２０．７ １９．８
静 岡 県 １６５６ ２２１９．２９ ３５８５９．０ ２５．１
愛 知 県 ３６５７ ４４３５．４０ ４７９８６．２ ３２．３
三 重 県 １６３４ １２２６．２７ ２３８４３．６ １９．９
滋 賀 県 ３９２ ９２９．３９ １１４２０．２ ２８．３

京 都 府 １７１０ １４７３．１１ １４８５３．４ ３４．６
大 阪 府 ４９８１ ４２６７．２４ １８１６２．９ ７２．９
兵 庫 県 ４６１５ ５２５３．０６ ３４４９９．７ ３４．７
奈 良 県 １６９５ １４４２．９１ １１９８５．５ ２８．８
和 歌 山 県 ２４４ ５０８．８６ １２７２３．３ ５０．２

鳥 取 県 ２６３ ５７６．３６ ８３２８．７ ３２．１
島 根 県 ２６２ ８７３．８６ １７４７１．６ １７．７
岡 山 県 １１０８ １７０５．４８ ３１２８７．６ １８．０
広 島 県 ２４６２ ２３９４．３４ ２７５４４．４ ３１．３
山 口 県 ９１８ １４６４．７２ １５７６２．７ ２８．２

徳 島 県 ２３２ ４１５．６３ １４４６０．６ ２０．６
香 川 県 ２７０ ８７６．３３ ９６８４．６ ２５．５
愛 媛 県 ４７０ １３４７．７２ １７３２０．４ ２０．５
高 知 県 ６７０ ４８３．７９ １３０７６．９ ２０．５
福 岡 県 ４９８４ ３８４３．１６ ３５８００．７ １５．６

佐 賀 県 ２００ ５７１．６２ １０１２１．０ ２６．０
長 崎 県 ９５２ １３００．７７ １７５５８．４ ３４．８
熊 本 県 １２１４ １１９１．２７ ２４６６９．４ ２４．０
大 分 県 ８２５ ８８４．９８ １７１８４．３ ３３．１
宮 崎 県 ６５８ １６２０．６０ １９１８７．０ ２０．７

鹿 児 島 県 ９９０ １５５４．９７ ２６１７７．３ １７．６
沖 縄 県 ５７６ ８８２．８１ ７５５３．３ ４４．５

埼玉県の順位 ９ ７ ５ ４２
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資料：「埼玉県の都市公園」県公園課

概要
国土交通省の資料によると、平成１３年３
月３１日現在の埼玉県の都市公園数は前年よ
りも１０６か所増えて３，３２７か所で、前年と同
じく全国第９位でした。また、面積の合計
は、前年よりも９１．３１ha増えて３，６９０．９５ha
となりましたが、順位は同じく全国第７位
でした。なお、埼玉県の１人当たりの公園
面積は５．４㎡で、全国平均の８．１㎡を下回り
ました。
「埼玉県の都市公園」によると、平成１２
年３月３１日現在の都市公園面積は昭和３５年
の２３倍、１人当たりの公園面積は４倍と
なっています。
「道路統計年報」によると、平成１２年４
月１日現在の埼玉県の道路の実延長は、
７９．５km 増えて４５，９１６．９km となり、前年
と同じく全国第５位でした。また、舗装済
み延長は７，５５１．０kmで舗装率は１６．４％と
なり、全国第４２位でした。
道路の実延長と舗装率をその道路種別に
みると、一般国道は実延長８７５．０km・舗装
率９７．２％、県道は実延長２，４９２．０km・舗装
率８６．２％、市町村道は実延長４２，４００．３km・

舗装率１０．４％でした。

都市公園
身近で小規模な街区公園から、住んでい

る地域を代表する近隣公園や地区公園、ま
た広域レクリエーションの場となる国営公
園などの大規模公園まで、様々な種類のも
のがあり、その目的に応じて整備されてい
る。表＊１、２は特定地区公園（カントリー
パーク）を含む。

道路実延長
総延長－（重用延長＋未供用延長＋渡船

延長）

舗装率
舗装済延長（簡易舗装を除く）÷道路実

延長×１００

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２国土交通省都市・地域整備局
＊３４「道路統計年報」国土交通省

平成１３年３月３１日
平成１２年４月１日

毎年
毎年
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３７上下水道
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

上水道・実績
年間給水量
（千!）

１人１日当たり
給水量・
有効水量
（"）

公共下水道・
処理人口普及率
（％）

水洗便所設置
済み人口比率
（％）

全 国 １６１０３５５２ ３５０ ６２ ９０．９

北 海 道 ５９９５９４ ２９３ ８２ ９２．３
青 森 県 １５４０３９ ２８８ ４０ ８２．６
岩 手 県 １３０６０９ ２９１ ３５ ８１．６
宮 城 県 ２８０８４６ ３１７ ６５ ９１．５
秋 田 県 １０４９４２ ３２３ ３７ ７１．８

山 形 県 １４５５６５ ３１５ ５０ ７５．９
福 島 県 ２３７６３９ ３３４ ３３ ８２．４
茨 城 県 ３０４７４８ ３０７ ４３ ８６．４
栃 木 県 ２４３２２９ ３３５ ４６ ８１．９
群 馬 県 ３２３５５０ ４１６ ３７ ８６．３

埼 玉 県 ９０２４０９ ３３５ ６７ ９０．１
千 葉 県 ６５６６９３ ３１４ ５７ ９１．０
東 京 都 １７３７４０７ ３６８ ９７ ９８．６
神 奈 川 県 １１８１６２８ ３５８ ９２ ９４．２
新 潟 県 ３４１８９１ ３８９ ４５ ７８．４

富 山 県 １２７８８４ ３３０ ５９ ８０．１
石 川 県 １６７０５２ ３８７ ５７ ８３．８
福 井 県 １０８６９７ ４０３ ５５ ８３．８
山 梨 県 １１６６４０ ４１１ ４１ ７７．９
長 野 県 ２９１６５８ ３５２ ５６ ８０．５

岐 阜 県 ２３６８５９ ３２５ ４９ ８１．７
静 岡 県 ５６６８６１ ３９８ ４４ ８４．３
愛 知 県 ９１４４８５ ３４１ ５６ ９２．０
三 重 県 ２７４２２９ ３９２ ２６ ７１．５
滋 賀 県 １８３６０５ ３６５ ６４ ７７．２

京 都 府 ３７４６９４ ３８１ ８１ ９１．５
大 阪 府 １３４２２３５ ３９４ ８３ ９３．３
兵 庫 県 ７４１２９８ ３６０ ８２ ９３．４
奈 良 県 １８５２０４ ３５１ ５９ ８３．７
和 歌 山 県 １７０６１５ ３９３ １０ ６４．３

鳥 取 県 ７１３３９ ３７３ ４３ ８１．７
島 根 県 ７１８８２ ３３４ ２５ ８１．２
岡 山 県 ２６３４６５ ３７５ ３９ ８０．８
広 島 県 ３３３４０９ ３３６ ５７ ９１．０
山 口 県 １９４６８５ ３９１ ４７ ８９．９

徳 島 県 １１２１９７ ４０５ １１ ８９．０
香 川 県 １４１１６０ ３６０ ２８ ８４．２
愛 媛 県 １６１３０９ ３３２ ３６ ８３．６
高 知 県 ９１３７９ ３９８ ２３ ７５．７
福 岡 県 ４９５４４２ ２８６ ６４ ９７．１

佐 賀 県 ８７１０２ ２８９ ２６ ８３．５
長 崎 県 １３９５１０ ２９８ ４２ ８７．９
熊 本 県 １６８７８８ ３１７ ４６ ８９．５
大 分 県 １２３４３７ ３３０ ３４ ７９．２
宮 崎 県 １４６２３４ ３５４ ３７ ８０．８

鹿 児 島 県 １７３０１３ ３４０ ３３ ９１．０
沖 縄 県 １８２３９６ ３７１ ５６ ８６．９

埼玉県の順位 ５ ２８ ７ １３
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資料：「埼玉県の水道」県生活衛生課、「埼玉の下水道２０００」県下水道課

概要
「水道統計」によると、平成１１年度にお
ける埼玉県の上水道の総給水量は前年度に
比べて４０６万!増加して９億２４１万!となり、
引き続き全国第５位となりました。また、
１人１日当たりの有効給水量は前年と同じ
３３５"でしたが、順位は３つ上昇して全国
第２８位となりました。
国土交通省の資料によると、平成１２年度
末の埼玉県の公共下水道処理人口普及率は
６７％で、前年よりも２ポイント上昇しまし
たが、前年と同じく全国第７位でした。
「下水道統計」によると、平成１１年度末
の下水道処理区域内での水洗便所設置済み
人口比率は９０．１％で全国第１３位でした。
「埼玉県の水道」によると、埼玉県の平
成１２年度末の上水道・簡易水道・専用水道
（自己水源のみ）を合わせた水道の普及率
は９９．６％でした。また、「埼玉の下水道
２０００」によると、いわゆる公共下水道と下
水道類似施設（農業集落排水事業・合併処
理浄化槽・コミュニティプラント）による
処理区域の合計人口による普及率は、平成
１２年度末で６８．０％となりました。

有効水量
有収水量（料金徴収の基礎となった水

量）＋無収水量（管洗浄用、公衆便所用、
公衆飲料用、消火用及び演習用等の水量、
メータ不感水量で、実測を元にして推定）

公共下水道・処理人口普及率
下水道法による認可を受けた事業による

公共下水道処理区域内人口（各都道府県の
平成１３年３月３１日の「住民基本台帳人口」、
以下同じ）÷行政区域人口×１００（小数点
以下１桁を四捨五入している）

水洗便所設置済み人口比率
水洗便所設置済み人口÷下水道法による

認可を受けた事業による公共下水道処理区
域内人口×１００

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「水道統計」厚生労働省
＊３国土交通省都市・地域整備局
＊４「下水道統計・行政編」（社）日本下水道協会

平成１１年度
平成１３年３月３１日
平成１２年３月３１日

毎年
毎年
毎年
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３８ごみ・公害
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

１人１日当たり
ごみ排出量
（g）

リサイクル率
（％）

公害苦情件数
（件）

光化学スモッグ
注意報発令日数

（日）

全 国 １１１８ １２．１ ８３８８１ ２５９

北 海 道 １３２７ ７．５ １６６４ －
青 森 県 １２４９ ５．２ １０７７ －
岩 手 県 ８７３ １３．５ ６１２ －
宮 城 県 １１０２ １６．６ １０９４ １
秋 田 県 １０５０ １４．４ ４８２ －

山 形 県 ８３５ １６．９ ８０９ －
福 島 県 １０２９ １１．２ ７６７ ３
茨 城 県 ９８３ １６．１ ２７５５ ２３
栃 木 県 ９９０ １７．９ １６１３ ２１
群 馬 県 １０６２ １４．０ ２０５２ １６

埼 玉 県 ９７５ １７．０ ８６１５ ４０
千 葉 県 １０１７ １８．７ ４１４５ １８
東 京 都 １２４６ １２．３ ７３１６ ２３
神 奈 川 県 １１４０ １２．８ ３６２９ １０
新 潟 県 １１３５ １０．４ ９６９ －

富 山 県 ９４４ １４．０ ２５７ －
石 川 県 １１２１ １１．０ １００４ －
福 井 県 ９３０ １６．３ ４４５ －
山 梨 県 ９８８ １４．２ ７６７ １４
長 野 県 ９４１ １７．９ １９６４ －

岐 阜 県 ９１１ １８．２ １８２２ －
静 岡 県 １０１８ １６．１ ２３３０ ９
愛 知 県 １１１１ １２．４ ６６２６ －
三 重 県 １２３５ １２．５ １４２１ ９
滋 賀 県 ９７１ １２．９ １２７４ ３

京 都 府 １２６８ ５．２ １５１５ ３
大 阪 府 １３９６ ７．３ ５１０４ ２３
兵 庫 県 １３３６ ９．７ ３５９３ １７
奈 良 県 １０１８ １３．２ ７８２ ８
和 歌 山 県 １１４７ １２．５ ４７４ ２

鳥 取 県 ９７６ １３．４ ２３１ －
島 根 県 ８７８ １３．０ ４７２ －
岡 山 県 ９９５ １４．４ １０１９ １
広 島 県 ９９０ １２．９ １４６５ ８
山 口 県 １１０１ １０．２ ９３６ ５

徳 島 県 ９９６ １１．５ ５４０ ２
香 川 県 ９７２ １２．９ ７７９ －
愛 媛 県 １１０５ １２．４ ８０９ －
高 知 県 １０２６ ９．０ ７１２ －
福 岡 県 １１１５ １０．５ ４５６２ －

佐 賀 県 ８０７ １３．５ ５１９ －
長 崎 県 １１７３ ８．７ ８１５ －
熊 本 県 ９５２ １１．５ ５８８ －
大 分 県 １１６６ １０．６ ７８９ －
宮 崎 県 １０２１ １３．４ ８７２ －

鹿 児 島 県 １０９１ ５．６ １２０４ －
沖 縄 県 １０５３ ６．０ ５９２ －

埼玉県の順位 ３６ ５ １ １
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資料：「一般廃棄物処理事業の概況」県廃棄物政策室

概要
「日本の廃棄物処理」によると、平成１０
年度の埼玉県の１人１日当たりごみ排出量
は、前年度よりも２１g増えて９７５gとなり
ましたが、順位は２つ下がって全国第３６位
となりました。また、ごみのリサイクル率
は１７．０％で全国第５位でした。
「一般廃棄物処理事業の概況」によると、
埼玉県のごみの市町村等での処理量は、平
成１０年度は２４６万 t で平成元年度の約１．２倍
でしたが、各市町村のごみ処理事業に関す
る歳出の合計のうち、平成１０年の処理及び
維持管理費は、平成元年の１．８倍の７８０億円
となりました。
「全国の公害苦情の現況」によると、平
成１２年度の埼玉県の公害苦情件数は、前年
度よりも６９５件増えて８，６１５件になり、前年
度に引き続き全国第１位となりました。公
害苦情件数をその種類別に見ると大気汚染
に関する苦情が２，５５７件と全体の３０％を占
めており、ついで悪臭、騒音、廃棄物の不
法投棄などが多くなっています。
「埼玉県における光化学スモッグの発生
状況について」によると、平成１２年度の埼

玉県の光化学スモッグ注意報発令日は、前
年度よりも２２日増えて４０日となり、引き続
き全国第１位となりました。

リサイクル率
（直接資源化量＋中間処理後再生利用量

＋住民団体等により資源回収された集団回
収量）÷（ごみの総処理量＋住民団体等に
より資源回収された集団回収量）×１００

公害苦情件数
全国の地方自治体の公害苦情相談窓口で

受け付けた公害苦情（ほかの機関から移送
されたものを含む）の件数。

光化学スモッグ注意報の発令基準
光化学オキシダント濃度が０．１２ppm以

上となり、気象条件からみてその状態が続
くと認められるとき。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「日本の廃棄物処理」環境省
＊３「平成１２年度全国の公害苦情の現況」総務省
＊４「埼玉県における光化学スモッグの発生状況について」県大気水質課

平成１０年度
平成１２年度
平成１２年度

毎年
毎年
毎年
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３９電気・ガス
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

使用電力量・
電灯

（MWh）

使用電力量・
電力

（MWh）

都市ガス販売量
（１，０００MJ）

家庭業務用
プロパンガス
販売実績
（ｔ）

全 国 ２５４５９２３４５ ５８３３３１０７９ １０３５０５２２５５ ９２８３８７４

北 海 道 １０８４７３８６ １８２６３９７８ １５７７１７６４ ３５０８１９
青 森 県 ２５９６３６０ ５４５３９７１ １２５２３１５ １３５７３５
岩 手 県 ２５７４２７８ ５５１２２２２ １３４０３９４ １１６５９６
宮 城 県 ４２７６６０９ ９８３５５２３ ８６５０８２３ ２０９１９１
秋 田 県 ２１１７７０９ ４９６９１１５ ２５４０１２６ ８３４１０

山 形 県 ２２９８２０４ ５１１２０４３ ２３９１９４８ ９７３７５
福 島 県 ３８５５２１９ ９８０９２３７ ３２５６５５６ １８２８４７
茨 城 県 ５６２２４４９ １８８９３４７１ ８４６１３５７ ２５３３１５
栃 木 県 ３８４８３２３ １３０８９５９０ ３２６８６０２ １７１７６２
群 馬 県 ４０３７１１１ １２５８７１５８ ７０１６７６６ ２０６８５３

埼 玉 県 １３１４７６１５ ２４９０３０６７ ５５０８４９２３ ６３１３０１
千 葉 県 １１２６３４９３ ２４３４１７６５ ６３９０７２２０ ３８７５７４
東 京 都 ２７３４８９５６ ５２９１１４１２ １８００３９３６９ ５５９７３４
神 奈 川 県 １６３２１２９０ ３５２１２５２４ １１３７０７２８０ ５７６０１６
新 潟 県 ４７１０８２３ １１３９２４８３ ２５１３０１９６ １２２９８０

富 山 県 ２３８６２８２ ８２１３７２９ ２４３６０３１ １０５０７８
石 川 県 ２５９１７８８ ５５４６７６６ １７１４１０６ １１５８０３
福 井 県 １８５４１１６ ５４２４００３ ８７３０９９ ７７９８０
山 梨 県 １８３６２４７ ４３００２８１ １３２９１１７ ６１４９４
長 野 県 ４６８１９９８ １０９０９９１０ ６２７５５１３ １４５６４６

岐 阜 県 ４２６２９２８ １０６８０５７５ ５４９７８８３ ２３０４６９
静 岡 県 ７４２３６８５ ２２９０１４５０ ２１５７５１２２ ４１７２８３
愛 知 県 １４２２０７９５ ４３９３９３９１ ８９７２２０７８ ５８０３４６
三 重 県 ３８０４０１２ １１６７２９６６ ９１７９２８１ １８２３９６
滋 賀 県 ２７０９７８０ ９９９８１１１ １１０８２８７８ ９１７５９

京 都 府 ５７７９０１４ １０４５２３４５ ３７２２１９６６ ９７９０７
大 阪 府 １８９８３５８０ ４１４１００９８ １８２６４６２３９ ３１１６７４
兵 庫 県 １１３７６６９６ ２７３４７０８０ ９２１６８１３４ ３０６６１７
奈 良 県 ２９１５５５４ ４６８７７１６ ９６３６７５６ ５８９８０
和 歌 山 県 ２３５４７９７ ４０４８４２３ ８４５２１５５ ７１３７７

鳥 取 県 １２８０５１３ ２２９５５２３ ８１５３１９ ３８４７７
島 根 県 １５６１２１４ ３０１２４９２ ６５２７３３ ６６７６８
岡 山 県 ４１１９４６８ １１３３３３４４ ３８２２８５９ １６５６７１
広 島 県 ６０１４３９５ １２８３１２３９ １１７８５５６４ ２３６３０１
山 口 県 ３０６０８１９ ８３２１０１６ ３３４１４２４ １１６４１０

徳 島 県 １７９０６３２ ３９０３５９６ １０３４８２８ ４１３６４
香 川 県 ２２１８２５０ ４９５８４１３ １７２９２９２ １３１６１４
愛 媛 県 ３０６３９８８ ６０７６３６１ １５０６４０９ １３５９０５
高 知 県 １７０６４６１ ２６３１４０７ ８２２９５８ ５３５５１
福 岡 県 ９６１５０７９ １９６７４５６３ ２１３７８１６７ ４４４７３６

佐 賀 県 １６２８７７５ ３７６２７１８ １０４６９９５ １０５９０９
長 崎 県 ２７７８１５２ ４３０６６００ ４２８１６２５ ９２６８３
熊 本 県 ３３６７２２４ ６６５８９８５ ２８６９６０９ １１８２８６
大 分 県 ２３５３２６７ ５５０９１８１ ２２５３７４０ １６８３１０
宮 崎 県 ２１７０６９５ ４３７７４８０ １３５２２２５ １２４０９１

鹿 児 島 県 ３２３２７０８ ５８１５５９３ ３９１９１０７ ２０４９２８
沖 縄 県 ２５８３６０８ ４０４２１６５ ８０９４０４ ９８５５３
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使用電力量電灯・電力（年度間）

資料：「都道府県別電灯・電力需要」電気事業連合会

概要
「都道府県別電灯・電力需要」によると、
平成１２年度の埼玉県の使用電力量のうち電
灯は前年度より３億 MWh 増えて１３１億
４，７６２MWhとなり、前年度に引き続き全
国第５位となりました。なお、人口１人当
たりの電灯の使用電力量は１，８９５kWhでし
た。
また、埼玉県の使用電力量のうち電力は
７億MWh増えて２４９億３０７MWh となり、
こちらも前年度に引き続き全国第６位でし
た。
埼玉県の使用電力量は年々増えてきてお
り、平成１２年度を昭和４５年度と比べると、
電灯で７倍、電力で４倍となっています。
「ガス事業年報」によると、平成１２年の
埼玉県の都市ガス販売量は前年よりも３２億
MJ増えて５５１億MJとなり、前年に引き続
き全国第７位でした。なお、需要家メーター
数（取付数）は前年よりも３１，５７３個増えて
１，０４７，０４１個となりました。このうち調定
数（ガス料金請求書を発行した数）は
９７５，２１７個でした。また、取付数を供給区
域内一般世帯数で除した供給区域内普及率

は５５．６％でした。
「LPガス資料年報」によると、平成１１年
度の埼玉県の家庭業務用プロパンガスの販
売実績量は６億３，１３０ｔで全国第１位でし
た。

電灯
一般家庭を中心とする、照明用電気機器

や家庭用電気機器等の小型機器を使う場合
に供給される電力。

電力
業務・産業用を中心とする、工場等で使

う低圧電力や高圧電力などの電力。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「都道府県別電灯・電力需要」電気事業連合会
＊３「ガス事業年報」資源エネルギー庁
＊４「LPガス資料年報」（株）石油化学新聞社

平成１２年度
平成１２年
平成１１年度

毎年
毎年
毎年
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４０運輸
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

旅客輸送人員
（JR・発人数）
（千人）

旅客輸送人員
（民鉄・発人数）

（千人）

自動車旅客輸送
人員（バス）
（千人）

自動車貨物輸送
トン数
（千トン）

全 国 ８５２２８８７．４ １３０３２７６２．０ ６８６４１２７ ５７１９９９２

北 海 道 １２１９１７．７ ２２１１１９．０ ３７３７４９ ４９４６２７
青 森 県 １５００５．６ ５１８８．０ ９０８３０ ９３６１９
岩 手 県 ２７８６１．５ １４３８．０ ７１４８１ ８８２５９
宮 城 県 ９８７６４．３ ５８２３９．６ １２７６１５ １４１７７５
秋 田 県 １９８１６．６ １３１８．０ ５５９２６ ６６０３３

山 形 県 １７１９６．８ １０６８．０ ４４６１３ ７３４８６
福 島 県 ４３０４２．４ ６６７４．３ ９５３１６ １２９６８７
茨 城 県 １１４４０８．２ ２２２２９．４ １２０５２３ １５３９２０
栃 木 県 ５１２８７．３ ２１１２１．３ ７５３０１ ９７９４２
群 馬 県 ３５２０７．３ １７５４３．３ ５４８７６ １０３１９２

埼 玉 県 ５３６２４５．０ ５６２３３０．０ ２７２０８５ ２４９５６５
千 葉 県 ６９０４１４．６ ５２０５８３．１ ３１１１１１ ２０５４１５
東 京 都 ３１２４６４３．７ ５１６２２５６．４ ８８２５０２ ２７５４８８
神 奈 川 県 ９５１９７７．３ １４７０２８５．７ ７６３１４７ ２３８４１８
新 潟 県 ６４６８７．３ ３３０８．０ １４５６７３ １５０４５０

富 山 県 ２４８６７．９ １６２５９．４ ３８５０３ ６９６３９
石 川 県 ２２４０１．８ ５８９８．０ ６５１６３ ６１９５６
福 井 県 １１６５３．５ ４９５５．０ ２８０５０ ４４０３５
山 梨 県 ２２９８３．４ ３０７９．０ ３１１４０ ３６１６６
長 野 県 ５５０１４．３ ２６９８３．８ ９３９７４ １４１３９４

岐 阜 県 ４５７３５．７ ３８４３６．６ ８３３１７ １１０８１３
静 岡 県 １３２７５５．０ ４５９４３．０ １７４２３５ ２０１９３２
愛 知 県 １９７９２１．９ ７４５５９１．４ ３３９６６９ ３４２３８１
三 重 県 １２５７０．１ ８６５１４．７ ７９０７３ ９８７５６
滋 賀 県 １０１０２６．５ １８６１１．９ ５０４３２ ５５４３０

京 都 府 １４０８８６．９ ３８４１２９．７ ２１３９６０ ８６８７５
大 阪 府 ７６２５３１．４ ２３２１６１１．４ ４２５２０５ ２５６７５２
兵 庫 県 ３８６５２９．２ ６３９５７５．４ ３３５７７０ ２１９３３８
奈 良 県 ３９３７７．９ １６１６７８．２ ９２２６３ ４７４８４
和 歌 山 県 ２９２９３．９ １５９４６．８ ３２１１６ ４２２２３

鳥 取 県 １２５３０．８ １１３３．５ ２３８３６ ２９７４６
島 根 県 ８１５０．７ １５６６．０ ２６０７９ ３６１２４
岡 山 県 ６７９１７．０ ７０７６．７ ６０５６９ １１７４７９
広 島 県 １２７９９３．８ ７４２３２．６ １６７８８１ １３８９５１
山 口 県 ４２０８８．０ ４３７．０ ５７７８６ ７２９０９

徳 島 県 １２１７６．５ ９９．３ ３００４１ ４８００７
香 川 県 ２０３６４．５ １５５１１．０ ２１３２３ ６６３５０
愛 媛 県 １３２５０．９ １７９３３．０ ３７３５６ ８９４０４
高 知 県 ７０４９．７ ８３９８．７ ２１２４５ ４３４３７
福 岡 県 ２０８７９５．５ ２６４５９２．８ ３５１６４１ ２０９７６６

佐 賀 県 １７１１４．５ １４０３．２ ３５７１１ ５２２４８
長 崎 県 １３９８９．７ ２５３８５．０ １３６７７７ ５９５２４
熊 本 県 １９７８８．７ １４０８０．０ ８４９６８ ９１７４８
大 分 県 ２２３２３．４ １７３．０ ５０１４９ ６３２５５
宮 崎 県 ９８７０．６ ４６２．０ ３９１２６ ６６３９４

鹿 児 島 県 ２１４５８．１ １０３６２．０ ８４８９９ １０３４５２
沖 縄 県 ０．０ ０．０ ６７１２２ ５４１４８
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JR（昭和55・60年度は日本国有鉄道）�
民間鉄道計（西武鉄道・秩父鉄道・東武鉄道・埼玉新都市交通）�

鉄道乗車人員（年度間）

資料：「統計年鑑」県統計課

概要
「旅客地域流動調査」によると、平成１１
年度の埼玉県の JR旅客輸送人員は前年度
よりも４５万人増えて５億３，６２５万人（定期
の旅客３７８，６８３千人、定期外の旅客１５７，５６２
千人）で、引き続き全国第５位となりまし
た。
また、民間鉄道の旅客輸送人員は前年度
よりも５１２万人減って５億６，２３３万人（定期
の旅客３８２，０３３．５千人、定期外の旅客
１８０，２９６．４千人）となりましたが、前年度
に引き続き全国第６位となりました。
東日本旅客鉄道（JR）、西武鉄道、秩父
鉄道、東武鉄道、埼玉新都市交通の各鉄道
会社からの資料によると、埼玉県内での年
間の乗車人員はずっと伸び続けてきていま
したが、平成７年度を境に鉄道全体として
はやや減少してきています。JRは平成６
年度頃から５億４千万人程度で推移してい
ますが、民間鉄道は平成７年度の５億７千
万人をピークに減少してきており、平成１２
年度には JRとほぼ同じ５億４千万人とな
りました。
「陸運統計要覧」によると、平成１１年度

の埼玉県のバス輸送人員は、前年度よりも
７０７万人減って２億７，２０９万人となりました
が、引き続き全国第９位となりました。
また、自動車貨物輸送は前年度よりも６８８

万トン増えて２億４，９５７万トンとなり、前
年度よりも順位が１つあがって全国第５位
となりました。

旅客輸送人員
JR は鉄道線の全旅客を、民鉄は鉄道及

び軌道の全旅客（索道・ロープウェイ及び
リフトを除く）を対象としている。

バス輸送人員・自動車貨物輸送トン数
国土交通省「自動車輸送統計年報」の地

方運輸局別輸送量を、陸運支局別登録自動
車数の比率（各年度末）により同省で推計
したもの。ただし、バス輸送人員では貨物
自動車及び軽自動車分を、自動車貨物輸送
トン数では軽自動車分を除く。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１２「旅客地域流動調査」国土交通省
＊３４「陸運統計要覧」国土交通省

平成１１年度
平成１１年度

毎年
毎年
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４１通信
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

加入電話数
（件）

携帯電話・
PHS加入数
（件）

１００人当たり
携帯電話・
PHS加入数

国内普通通常
郵便物数
（千通）

全 国 ５２２５７６２２ ６６７８４３７４ ５２．６ ２１７９３１８０

北 海 道 ２３０５９８５ ２６６２６７６ ４６．９ ７００８２５
青 森 県 ５６７０４４ ５６６６２１ ３８．４ １０７８０６
岩 手 県 ５２９３５５ ５２８９８０ ３７．４ １１６７２５
宮 城 県 ９０５３５３ １２６４０８４ ５３．４ ３６７５８８
秋 田 県 ４３３７２２ ４４１８６８ ３７．２ ９２１５３

山 形 県 ４１０４０２ ４９００７２ ３９．４ １０８４４２
福 島 県 ７６６３３３ ８４８２４８ ３９．９ １９９９０３
茨 城 県 １１００８６７ １４２７０１２ ４７．８ ２５５２０５
栃 木 県 ７４４５６１ ８８７２７３ ４４．３ ２２５２６２
群 馬 県 ７７６９４５ ９１４６８１ ４５．２ １８５２５４

埼 玉 県 ２６０３４９０ ３２９４９６２ ４７．５ ９３３６３７
千 葉 県 ２３２９１７４ ２８６８６４４ ４８．４ ６８５６３５
東 京 都 ６６３３０２４ ９５８３０７１ ７９．４ ６６９４６７９
神 奈 川 県 ３６２１７１９ ４５３９１００ ５３．５ １１２６５５９
新 潟 県 ８９５１０３ ９５１０６１ ３８．４ ２８６１５６

富 山 県 ３９１３３７ ４９９２６２ ４４．５ １２３７６６
石 川 県 ４４６８８２ ６６２１４８ ５６．１ １５７９５０
福 井 県 ２９２９４７ ３９２８９４ ４７．４ ８８０５４
山 梨 県 ３６５９８１ ４１６０５７ ４６．８ １２５０８２
長 野 県 ８８６０３０ １０００４７７ ４５．２ ２６９３３２

岐 阜 県 ７６８１１６ １０９１０７１ ５１．８ ２４５４６７
静 岡 県 １４８２８８９ １９０９１２３ ５０．７ ４１０７７４
愛 知 県 ２８２５２８９ ４６２９１７９ ６５．７ １０８２５４６
三 重 県 ７１２１６６ ９４１８６８ ５０．７ １８０８６８
滋 賀 県 ４７８４５２ ６４８５０３ ４８．３ １２５１７８

京 都 府 １１１８９０６ １３４９２５６ ５１．０ ４３８４０３
大 阪 府 ４３２９６２０ ５６７１７３６ ６４．４ ２１９３９６４
兵 庫 県 １９１０１０５ ２６４１０７０ ４７．６ ７１７２３４
奈 良 県 ５３１１９４ ６７８６３８ ４７．０ １５６９８８
和 歌 山 県 ４５１０５９ ４６８１５２ ４３．８ １１４６０２

鳥 取 県 ２２１８９３ ２７２３０９ ４４．４ ６４４３０
島 根 県 ２８８９２３ ３１６３４６ ４１．５ ７１３２７
岡 山 県 ７８０２３４ ９３５７９８ ４８．０ ５１４６７３
広 島 県 １１８４２３５ １５１２０８０ ５２．５ ３８４０４８
山 口 県 ６３８８０５ ６５３９３８ ４２．８ １６３４１６

徳 島 県 ３２４０１９ ３９２４８２ ４７．６ ７０７８０
香 川 県 ４１７２６２ ５２３０３４ ５１．１ １６６３６７
愛 媛 県 ６２１１８３ ６９６５３８ ４６．７ １３５４０５
高 知 県 ３５３４４５ ３６５２０６ ４４．９ ７６６４３
福 岡 県 ２０５９３８６ ２７７２５９５ ５５．３ ７７９４６５

佐 賀 県 ２６９３３０ ３６６４４１ ４１．８ ７０８２８
長 崎 県 ５９５５２８ ６０４１２７ ３９．８ １３５５２９
熊 本 県 ６８８１０６ ７８５２７５ ４２．２ １９９４７４
大 分 県 ５０６８３５ ５０６９１６ ４１．５ １００２９１
宮 崎 県 ４６８７２１ ４８１８８７ ４１．２ ９２８７２

鹿 児 島 県 ７４１９１８ ６９４１８３ ３８．９ １４５４９７
沖 縄 県 ４８３７４９ ６３７４３２ ４８．４ １０６０９８

埼玉県の順位 ５ ５ ２１ ５
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加入電話・PHS・携帯電話加入数（各年度末）

資料：総務省総合通信基盤局

概要
総務省総合通信基盤局の資料によると、
平成１２年度末の埼玉県の加入電話数は、そ
の前年度末より１５万加入減って２，６０３，４９０
加入となり前年度に引き続き全国第５位で
した。加入電話数は全国的にも減少してい
ます。
また、平成１２年度末の埼玉県の携帯電話
とPHSの合計の加入数は、５５万加入増え
て３２９万４，９６２加入（携帯電話２，９８６，９５２加
入、PHS３０８，０１０加入）となり全国第５位
でした。PHS加入数は全国的には前年度
末よりも減っていますが、埼玉県内ではや
や増加しました。
埼玉県の加入電話数は、平成１１年度末に
は携帯電話とPHSの合計の加入数とほぼ
同じになり、平成１２年度末には携帯電話加
入数よりも少なくなりました。携帯電話加
入数は、平成７年度末と比べると７．３倍と
急激に増加しています。
１００人当たり携帯電話加入数は４７．５で全
国第２１位でした。
「郵政行政統計データ」によると、平成
１２年度の埼玉県の国内普通通常郵便物数は

前年度よりも１３．３％増えて９３３，６３７通とな
り、全国第５位となりました。このうち、
第１種郵便物が６００，７８６千通、第２種郵便
物が２７６，５６１通でした。

１００人当たり携帯電話加入数
携帯電話・PHS加入電話数÷平成１２年

１０月１日国勢調査人口×１００

普通通常郵便物数
第１種（定形・定形外郵便物及び郵便書

簡）、第２種（はがき）、第３種、第４種郵
便物の合計。ここでは、有・無料計で、年
賀及び選挙郵便物を除くもの。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３総務省総合通信基盤局
＊４「郵政行政統計データ」総務省郵政事業庁

平成１２年度末
平成１２年度

毎年
毎年
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４２消防
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

出火件数
（件）

火災損害額
（千円）

救急自動車
救急出場件数
（件）

救助活動件数
（件）

全 国 ６２４５４ １５０４２５９３５ ４１８２６７５ ４６１０４

北 海 道 ２３４２ ５８２１６６０ １８１８７４ ２１６９
青 森 県 ６０６ ２５２８４５９ ３５９９５ ４９１
岩 手 県 ５１７ １７７２３３３ ３３８７３ ２８６
宮 城 県 １１２８ ３５７９６４４ ６４３１６ ７５４
秋 田 県 ４７５ １５３２２２９ ２９５２１ ３５３

山 形 県 ５１９ ２８５２００９ ３０８８７ ３１７
福 島 県 １０８６ ２７２４４０７ ５７３８７ ５４７
茨 城 県 ２０４９ ６５９７１７２ ７８７１４ ８９７
栃 木 県 １２３１ ３８５３７０４ ５１９２１ ５６３
群 馬 県 ９３６ ４４６３５８９ ５８３９１ ５８４

埼 玉 県 ３２３６ ７８３７６７２ ２０８４７１ １８６３
千 葉 県 ３２１５ ５７８３７９５ ２０２２５１ １７９７
東 京 都 ７０１５ １４２５１９５６ ５８２６８３ １２３４５
神 奈 川 県 ３０８３ ５６３１７６１ ３１７２１６ １８４７
新 潟 県 ９２５ ３９５２０６４ ６４９１０ ７１３

富 山 県 ２５８ １０４０６６９ ２５５７８ ２９０
石 川 県 ４２４ ８９８７５１ ２７３３１ ３０４
福 井 県 ３１０ ７８０４７６ １８４６５ ３１７
山 梨 県 ５９８ １４５２６０１ ２７２３３ ２９３
長 野 県 １１２５ ２３３８１８７ ６１８４２ ６４０

岐 阜 県 １０２４ ２２１８３１０ ５７０５９ ６１５
静 岡 県 ２０８８ ５２６３９２３ １０６８９９ １０２７
愛 知 県 ４２６０ ８７７４６３７ ２１５５８８ ２３５９
三 重 県 １０５１ ２７０８６８３ ５３１３７ ６００
滋 賀 県 ５５９ １５９８１３６ ３９７３８ ４９６

京 都 府 ８２３ １５８２２８８ ９２５１２ ６１５
大 阪 府 ４２１２ ７７１２９０９ ３９３５８２ ２６７２
兵 庫 県 ３０７６ ５３７３０６１ １７９６７５ １５９２
奈 良 県 ６２８ ２９０２８００ ４６２２５ ４４１
和 歌 山 県 ５４７ １３５４１５３ ３５９９０ ４７９

鳥 取 県 ２９８ ４６７８３１ １７６４５ ２０３
島 根 県 ５２１ １１５９５５６ ２０５００ ２７８
岡 山 県 ９７２ ３４３６５９９ ５４１８９ ５４２
広 島 県 １５２０ ３３４５８７０ ８９５０７ １００８
山 口 県 ７７５ １５０５９３１ ５０２２０ ４４０

徳 島 県 ３４６ １１９５５２１ ２１７９５ ２１０
香 川 県 ５２３ １８６０３３３ ３３８８５ ３３０
愛 媛 県 ６２６ １５１５７９７ ４５６９９ ４５３
高 知 県 ３８６ １１７０５４３ ２９３７７ ２７４
福 岡 県 ２４１２ ４７９９０５０ １６４５１６ １１７８

佐 賀 県 ４８１ １１６７５３３ ２３３４３ ２９９
長 崎 県 ７０６ １５８９３５３ ４１４９６ ３２８
熊 本 県 ８４７ ２０６２２５１ ５５１８４ ７１０
大 分 県 ５３６ １１２１３３５ ３４６８９ ４３５
宮 崎 県 ６０４ １４５０７６４ ２９４３１ ３００

鹿 児 島 県 １１００ ２６９１０５４ ５１６５６ ５００
沖 縄 県 ４５５ ７０４５７６ ４０２７９ ３５０

埼玉県の順位 ４ ３ ５ ５
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放火・放火疑い�
28.3％�

たばこ�
9.8％�

こんろ�
8.6％�火遊び�

3.9％�
たき火�
3.9％�

その他�
32.7％�

調査中・不明�
13.0％�

火災の出火原因割合（平成１２年）

資料：県消防防災課

概要
「消防白書」によると、平成１２年の埼玉
県の火災発生件数は前年に比べ４３６件増え
て３，２３６件となり、２年連続で増加しまし
た。順位も前年よりも１つ上がり全国第４
位となりました。発生件数のうち、建物火
災が１，６９１件と全体の５２％を占め、ついで
車両火災４３８件、林野火災６５件などが多く
なっています。また、り災世帯数は１，４９４
世帯でした。
また、火災損害額は前年よりも１７億円減

少して７８億円となりましたが、前年と同じ
く全国第３位でした。損害額のなかでは、
建物の損害額が焼損棟数２，４３３棟で７３億円
と全体の９３％を占めています。
県消防防災課の資料によると、埼玉県の
平成１２年の火災の原因別では、放火・放火
の疑いが９１５件と全体の２８．３％（前年２５．９％）
を占め、ついでたばこ３１６件、こんろ２７７件
などが多くなっています。
「消防白書」によると、平成１２年の埼玉
県の救急自動車救急出場件数は前年よりも
１万３千件多くなり２０万８千件となりまし
たが、前年と同じ全国第５位でした。出場

原因としては急病が１１万５千件と最も多く、
交通事故３万９千件、一般負傷２万３千件、
転院搬送１万６千件と続いています。
救助活動件数は１，８６３件で全国第５位で

した。また、その救助活動による救助人員
は１，９０５人でした。救助活動件数で最も多
いのは交通事故の８６７件（１，０５６人）で、建
物等による事故２２７件（２３０人）、火災１９０件
（５８人）と続いています。

救助活動（消防機関の行う人命の救助）
火災・交通事故・水難事故・自然災害や

機械による事故等から、人力や機械力等を
用いてその危険を排除し、安全な場所に救
助する活動。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「消防白書」消防庁 平成１２年 毎年

! くらしと生活環境

91



４３交通事故
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

交通事故
発生件数
（件）

交通事故
死者数
（人）

運転免許人口
（人）

保有自動車数
（両）

全 国 ９３１９３４ ９０６６ ７４６８６７５２ ７４５８２６１２

北 海 道 ３０８０６ ５４８ ３１８７８７６ ３５３７６５３
青 森 県 ９１９１ １２８ ８３２８３５ ９４７９４３
岩 手 県 ６０５７ １３３ ８０４４５２ ９３２７７８
宮 城 県 １２７８９ １７７ １３８６８５７ １４７５２８９
秋 田 県 ５１１０ ９６ ６７６６１０ ７９８５６６

山 形 県 ７２５３ ９１ ７５３８２５ ８８２７７４
福 島 県 １４８９１ １９２ １２５１８８８ １４７４３９２
茨 城 県 ２５４２９ ３２８ １８８３５３４ ２２１８４２８
栃 木 県 １５４３７ ２２０ １２８６２８７ １４９４２０４
群 馬 県 ２０６４３ １８５ １３１７８６２ １６２００７１

埼 玉 県 ５０４４１ ３８９ ４１１６３９６ ３６４９２７９
千 葉 県 ３７９７９ ４１６ ３５１７６１８ ３２０７９２９
東 京 都 ９１３８０ ４１３ ６４５２６０６ ４６１８０４０
神 奈 川 県 ６９７８８ ３０７ ４９２５０７７ ３８２１６３４
新 潟 県 １４７９９ ２２８ １５０９４４８ １６９８４９９

富 山 県 ８３３１ ９２ ７０３３８２ ８２９２４６
石 川 県 ９６４５ ９８ ７１２６３１ ８１３９４５
福 井 県 ５３７９ ９０ ５０３５５２ ６０８１６０
山 梨 県 ７５２５ ８１ ５６０５３９ ６８１５３２
長 野 県 １４４７８ １９６ １４１７８９５ １７６２０１５

岐 阜 県 １４８１８ ２２２ １３２６３５８ １５４１９２３
静 岡 県 ３９０３０ ３０８ ２３７０８７８ ２６０８２３１
愛 知 県 ５４４７３ ４４３ ４３９１８２８ ４６１４７８６
三 重 県 １２１７０ ２１３ １１６４３４４ １３４０７３８
滋 賀 県 ９５１９ １２６ ８２９３９３ ８６９５８３

京 都 府 １９３６０ １８１ １５１０３８２ １３２７３０２
大 阪 府 ６３２７２ ３６９ ４７１６２６４ ３７６１４８３
兵 庫 県 ４０２７８ ３４１ ３１５８７１０ ２８２７０７９
奈 良 県 ９００５ １００ ８７３９４８ ７８１９１２
和 歌 山 県 ８９４６ １００ ６７７９９９ ７１３４７０

鳥 取 県 ３０７４ ５５ ３６２３９４ ４２８３８５
島 根 県 ３２９０ ７４ ４４８６０４ ５１２６７６
岡 山 県 １６３３５ １８８ １２１５７７７ １３８３４２１
広 島 県 ２１２１２ ２７０ １７３０３４４ １７２０２６８
山 口 県 １０７４８ １５９ ９０３３８７ １００６０２０

徳 島 県 ６６７０ ７３ ５１６１３３ ５８５３７６
香 川 県 １１７６５ １２０ ６４７１０９ ７０８８４９
愛 媛 県 １１４９０ １５５ ９０５０２５ ９４８５４７
高 知 県 ５７４７ ９１ ４９３１１１ ５４４５３６
福 岡 県 ５１７１１ ３０７ ２８８７５４２ ２９４９５８３

佐 賀 県 ７１３７ ９２ ５３１２１２ ５９５１２７
長 崎 県 ８３８７ ９２ ８１３６５０ ８５７３８８
熊 本 県 １３０１４ １６７ １１１３８７７ １２００７９３
大 分 県 ７８０３ ９３ ７３０２４５ ８１４２７６
宮 崎 県 ７９７７ １１７ ７３２２０１ ８４４７５９

鹿 児 島 県 １３０５８ １２３ １０８０７７０ １２０６４８２
沖 縄 県 ４２９４ ７９ ７５４０９７ ８１７２４２

埼玉県の順位 ６ ５ ５ ５
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時間帯別・状態別・交通事故死傷者数（平成１２年）

資料：「交通年鑑」県警察本部

概要
「交通年鑑」によると、平成１２年中に埼
玉県で発生した交通事故は、人身事故
５０，４４１件（全国第６位）、死者３８９人（全国
第５位）、負傷者６３，３３３人で、前年と比較
して死者は２１人減少したものの、人身事故、
負傷者ともに約１５％増加し、県の交通統計
史上最高を記録しました。
事故による死傷者をその状態別に見ると
死者・傷者ともに四輪車乗車中が最も多く、
死者・１２３人（３２％）、傷者３６，０９６人（５７％）
となっています。
交通事故による死傷者数を時間帯別・状
態別に見ると、１５時から１８時の間が四輪
車・二輪車・自転車乗車中・歩行者・その
他（道路外）に分けたすべての状態におい
て最も多くなっています。
平成１２年末現在の運転免許人口は前年末
に比較して６万１，５２０人（１．５％）増加し４１１
万６，３９６人（全国第５位）となりました。
運転免許人口を男女別で見ると男性は前年
より約２万４千人増加して２４６万６，５８２人
（５９．９％）、女性は約３万８千人増加して１６４
万９，８１４人（４０．１％）となっており、男女差

は年々縮小しています。
「陸運統計要覧」によると、平成１２年３
月３１日現在における埼玉県内の保有自動車
数は前年より５万台増えて３６５万台となり、
前年と同じ全国第５位でした。

交通事故
道路交通法第２条第１項第１号に規定さ

れている道路上において車両、路面電車及
び列車（軌道車）の交通によって起こされ
た、人の死亡又は負傷を伴った事故及び物
的損害を伴った事故をいう。

死亡
交通事故の発生から２４時間以内に死亡し

たもの。

保有自動車数
登録車両（トラック・バス・乗用車・特

種（殊）用途車）＋小型二輪車＋軽自動車

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～３「交通年鑑」埼玉県警察本部
＊４「陸運統計要覧」国土交通省

平成１２年（末）
平成１２年３月３１日

毎年
毎年
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４４犯罪
＊１ ＊２ ＊３ ＊４

刑法犯認知件数
（件）

刑法犯検挙件数
（件）

検挙人員総数
（人）

検挙人員のうち
少年
（人）

全 国 ２４４３４７０ ５７６７７１ ３０９６４９ １３２３３６

北 海 道 ８６７８６ １３９２７ １０１１９ ４２６０
青 森 県 １６７３０ ４３６８ ２３９１ １０３１
岩 手 県 １３８６５ ３５５３ ２１９７ ９０７
宮 城 県 ４７２０７ ９０４５ ５４４４ ２６４５
秋 田 県 １２１５９ ５０６８ ２４６２ ９２３

山 形 県 １２１７１ ４４８５ ２８２８ １３５３
福 島 県 ２７８２６ ９３９６ ５０５０ ２６６５
茨 城 県 ５２１１０ １１２８９ ５６１３ ２２６８
栃 木 県 ３３８１９ ８３０４ ３５９６ １４２８
群 馬 県 ２８８２２ １０２６７ ４０７９ １７９８

埼 玉 県 １５６８４２ ２６２３９ １２７６７ ６５５７
千 葉 県 １５２５１６ ２４４６２ １１２２３ ５１４１
東 京 都 ２９１３７１ ７６５８５ ４６５６２ １３２８７
神 奈 川 県 １６９９６８ ４１６１１ ２２７３７ ９４４９
新 潟 県 ２５３０９ １０４００ ５３０６ ２４７２

富 山 県 １２００５ ３５７７ ２４８７ １２８９
石 川 県 １２８０４ ３６４７ ２０１３ １０８６
福 井 県 １０８８６ ４３０８ １９９９ ９１５
山 梨 県 １２５３３ ２６７９ １３９０ ６４６
長 野 県 ３２１１０ ７６０４ ４７８８ ２１９６

岐 阜 県 ３９１７７ ６６１７ ３４１９ １７２２
静 岡 県 ６０４３８ １２６７２ ８５３５ ３７３８
愛 知 県 １７６１１９ ３０９３２ １２８５４ ５８４６
三 重 県 ２５６６２ ７６４１ ３１３４ １３７７
滋 賀 県 ２６２８８ ５５３６ ２１１２ １１１１

京 都 府 ５４０７８ １３７７４ ７５１２ ３２６７
大 阪 府 ２５２３６７ ４１２５５ ２９６０５ １１７１０
兵 庫 県 ９４１５０ ２５８４４ １５３５４ ７０２８
奈 良 県 ２５０４３ ９８７３ ２９６０ １２１８
和 歌 山 県 ２１９６１ ５５９０ ２０５１ ９１０

鳥 取 県 ６６８２ ３６４２ １９１０ ８６０
島 根 県 ７５３３ ３３７６ １７７８ ８４５
岡 山 県 ３１８８３ １０４１３ ５９７３ ２８８７
広 島 県 ５２８２７ １７９５６ ８４８２ ４２５０
山 口 県 ２３０５９ ８４２２ ４４３９ ２０１５

徳 島 県 １０７１７ ４６６６ １９３９ ８８９
香 川 県 １３４１２ ４８０８ ２５９１ １２１９
愛 媛 県 ２４４０７ ７０１０ ３７９５ １６４７
高 知 県 １２７２１ ７４３４ ２０２２ ８１５
福 岡 県 １５３６３０ ２７２３４ １３５７０ ６８３４

佐 賀 県 １１０２５ ３１９４ １９６９ １０５１
長 崎 県 １３４９３ ５９１２ ３４１８ １５３７
熊 本 県 ２６８７４ ９６９２ ３８２３ １９２５
大 分 県 １５２０２ ４１０３ ２６７７ １３８３
宮 崎 県 １５９０５ ４７４４ ２２９２ １０４１

鹿 児 島 県 １９４８７ ７３９１ ３７７９ １９６６
沖 縄 県 ２１４９１ ６２２６ ２６０５ ９２９

埼玉県の順位 ５ ６ ７ ６
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窃盗事件の手口別認知件数（平成１２年）

資料：「犯罪統計」県警察本部

概要
「平成１２年の犯罪」によると、平成１２年
の埼玉県の刑法犯認知件数は前年よりも
１３，８７０件増えて１５６，８４２件で過去最高とな
りましたが、前年と同じく全国第５位でし
た。これを罪種別に見ると窃盗犯が１２９，９１７
件（前年比７，６５９件増）で全体の８２．８％を
占め、以下粗暴犯３，９９４件（前年比１，４９５件
増）、知能犯１，４６２件（前年比３１８件増）、凶
悪犯７８０件（前年比１６７件増）、風俗犯５５０件
（前年比２３１件増）と続いています。
また、刑法犯検挙件数は前年よりも６００

件減って２６，２３９件でしたが、順位は２つあ
がって全国第６位となりました。これを罪
種別に見ると窃盗犯が１９，０２５件で全体の
７２．５％を占め、以下粗暴犯１，８３７件、知能
犯８１９件、凶悪犯３８９件、風俗犯２４５件と続
いています。
また、検挙人員総数は前年よりも１，５８０

人増えて１２，７６７人となり、前年よりも１つ
順位が上がって全国第７位となりました。
検挙人員のうち、少年は前年よりも４７２人
増えて６，５５７人となって総検挙人員の５１％
を占め、順位も１つ上がって全国第６位と

なりました。
「犯罪統計」によると、平成１２年の埼玉
県の窃盗犯の手口別の認知件数では、自転
車盗が２９，６９８件で最も多く、ついで車上狙
い２２，８８６件、オートバイ盗１７，００５件などが
多くなっています。

認知件数
警察において発生を認知した事件の数。

検挙件数
刑法犯において、警察で事件を送致・送

付又は微罪処分をした件数をいい、解決事
件の件数を含む。

少年
犯行時及び処理時の年齢がともに１４歳以

上２０歳未満の少年。

資料出所 調査時点又は期間 調査周期

＊１～４「平成１２年の犯罪」警察庁 平成１２年 毎年
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